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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第82期

中間連結会計期間
第83期

中間連結会計期間
第82期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

営業収益 （百万円） 4,297 4,317 7,989

純営業収益 （百万円） 4,262 4,256 7,908

経常利益 （百万円） 1,850 2,111 3,453

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 2,624 2,451 4,446

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 917 3,042 2,095

純資産額 （百万円） 52,040 52,737 51,609

総資産額 （百万円） 81,408 81,862 78,597

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 82.28 76.85 139.38

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.9 64.4 65.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,121 3,964 △4,098

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 297 3,906 4,687

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △747 △2,412 △2,224

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 9,448 15,917 10,468

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及びグループ会社（以下「当社グループ」という。）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。なお、2025年９月30日現在の連結子会社は２社であります。

グループ会社は、当社の子会社「株式会社ＦＥインベスト（連結）、極東プロパティ株式会社（連結）、株式会社

極東証券経済研究所（非連結）」の３社であります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間（以下第２　事業の状況において「当期」という。）において、新たな事業等のリスクの発

生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクに重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当期末において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

当期の国内外の経済は、４月に米国による相互関税発表の影響が懸念されましたが、その後は関税率の引下げや

適用延期により、先行き不安が緩和しました。一方、ロシア・ウクライナ戦争の継続や中東情勢の混迷は、世界経

済の先行きに不透明感をもたらしました。こうした中、日本銀行は米国の相互関税が経済に与える影響を見極める

ため政策金利の据え置きを継続しました。他方、米国連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は米国の雇用情勢の悪化やイ

ンフレ率の鈍化を受け、９月に９か月ぶりに政策金利を引き下げました。欧州中央銀行（ＥＣＢ）は６月まで継続

して利下げを実施していましたが、インフレの鎮静化や景気の一部持ち直しにより７月の会合では１年ぶりに政策

金利の据え置きを決定しました。

株式市場では、４月に世界的に急落した株価は、その後各国間の交渉により相互関税率が引き下げられたことや

適用が延期されたことを受けて早期に回復し、更に一段高となりました。日経平均株価は４月に一時30,792円まで

下落しましたが、４－６月の企業業績が懸念したほど悪化しなかったことや、事業会社の旺盛な自社株買いが実施

されたことなどを背景に急回復し、８月には2024年７月につけた史上最高値を更新しました。その後も、米国ハイ

テク企業の好決算や石破首相の辞任表明に伴う新政権による財政積極化の期待により上昇し、４万５千円の大台を

突破しました。当期末の日経平均株価は44,932円となり、３月末比26.2％の上昇となりました。

米国株式市場でも、ＮＹダウ平均株価は４月には相互関税の発表により一時36,611ドルまで下落しました。しか

し、関税交渉の進展や金融・ＩＴ分野の企業業績が堅調に推移したことを受け、ＮＹダウ平均株価は８月に2024年

12月につけた史上最高値を更新し、米国雇用情勢の悪化に伴いＦＲＢが政策金利を引き下げる見方がより一層強

まったことで９月も続伸しました。当期末のＮＹダウ平均株価は46,397ドルとなり、３月末比10.5％の上昇となり

ました。

債券市場では、日本の10年国債利回りは４月に一時1.105％まで低下しましたが、外部環境の不透明感が和らい

だことで上昇に転じました。また、国内の物価上昇が継続していることや７月の参議院選挙で消費税減税を公約と

する野党が勝利したことにより、財政悪化懸念が生じました。その結果、当期末の10年国債利回りは1.645％とな

り2008年７月以来の水準まで上昇しました。米国の10年国債利回りは、４月に４％割れまで低下した後に上昇に転

じましたが、９月にＦＲＢが利下げを実施したこともあり、当期末は4.149％と３月末比0.059％の低下となりまし

た。

外国為替市場では、相互関税の発表を受けて円高となり４月に１ドル＝139.86円をつけた後、８月には１ドル＝

150.91円まで円安が進みました。その後、日米金利差の縮小もあり、当期末は３月末比2.06円円高の１ドル＝

147.87円となりました。ユーロはＥＣＢの利下げ停止もあり高値圏で推移し、当期末のユーロ円相場は１ユーロ＝

173.56円となり、３月末比11.34円の円安となりました。

こうした環境の中、当社は、お客さまの多様なニーズにお応えするため、「特色ある旬の商品」の提供に努めま

した。また、株主資本の効率的運用の観点から、積極的な財務運営も行ってまいりました。

当期の業績につきましては、営業収益43億17百万円（前年同中間期比0.5％増）、純営業収益42億56百万円（同

0.1％減）、営業利益17億30百万円（同4.2％増）、経常利益21億11百万円（同14.1％増）、親会社株主に帰属する

中間純利益24億51百万円（同6.6％減）となりました。

当期における収益等の内訳は以下のとおりであります。

①　受入手数料

「受入手数料」は、18億４百万円（前年同中間期比15.9％増）となりました。受入手数料の内訳は以下のとお

りであります。

（委託手数料）

株券委託手数料は、７億56百万円（同24.4％増）を計上し、これに受益証券（上場投資信託）委託手数料を

加えた「委託手数料」は、７億70百万円（同23.7％増）となりました。

（引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料）

「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料」は、５百万円（同15.7％減）となりました。
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（募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料）

「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」は、受益証券（投資信託）の販売の増加によ

り、６億36百万円（同0.6％増）となりました。

（その他の受入手数料）

主に受益証券（投資信託）の代行手数料からなる「その他の受入手数料」は、３億92百万円（同32.6％増）

となりました。

②　トレーディング損益

株券等トレーディング損益は、30百万円の損失（前年同中間期は40百万円の損失）、債券等トレーディング損

益は、16億７百万円の利益（前年同中間期比24.7％減）、為替のデリバティブ取引を中心としたその他のトレー

ディング損益は、９百万円の損失（前年同中間期は１億54百万円の損失）となりました。

この結果、「トレーディング損益」は、15億67百万円の利益（前年同中間期比19.2％減）となりました。

③　金融収支

金融収益９億36百万円（前年同中間期比15.2％増）から金融費用61百万円（同75.1％増）を差し引いた「金融

収支」は、８億75百万円（同12.5％増）となりました。

④　販売費・一般管理費

「販売費・一般管理費」は、25億26百万円（前年同中間期比2.9％減）となりました。

⑤　営業外損益

営業外収益は、受取配当金等合計で４億34百万円（前年同中間期比7.1％減）、営業外費用は、53百万円（同

80.6％減）を計上いたしました。

この結果、「営業外損益」は、３億81百万円の利益（同100.4％増）となりました。

⑥　特別損益

特別利益は、投資有価証券売却益で15億46百万円（前年同中間期比23.6％減）、特別損失は、投資有価証券売

却損等合計で30百万円（同409.8％増）を計上いたしました。

この結果、「特別損益」は、15億16百万円の利益（同24.9％減）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ54億48百万円増加し、

159億17百万円となりました。

当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果獲得した資金は、39億64百万円（前年同中間期は21億21百万円の使用）となりました。これは

主に、預り金の増加及びトレーディング商品の減少によるものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果獲得した資金は、39億６百万円（前年同中間期は２億97百万円の獲得）となりました。これは

主に、投資有価証券の売却によるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は、24億12百万円（前年同中間期は７億47百万円の使用）となりました。これは

主に、配当金の支払いによるものであります。

 

（３）経営方針・経営戦略等

当期において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

 

（４）対処すべき課題

当期において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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（６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社の連結営業収益は、証券市場に係る受入手数料及びトレーディング損益を柱としており、その大半が株式市

場及び債券市場を源泉としております。株式・債券市場の好・不調による業績への影響を緩和するため、収益源の

多様化を通じて収益の安定性確保に努めておりますが、それでもなお、業績が証券市場の動向に左右され、大きく

変動する可能性があります。また、国内外の金融商品市場の急激な変動により、当社が保有している金融商品の評

価損益が多額になる可能性もあります。

一般的に、証券市場や外国為替市場は、内外の政治・経済情勢、金利、企業収益等、様々な要因を反映して変動

しますので、当社の連結経営成績についても、証券市場を通じて、それらの要因・情報からの影響を受ける度合い

が高いと言えます。

したがいまして、このような環境が当社の連結経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（７）財政状態に関する分析

①　資産

当期末における流動資産は、519億77百万円となり、前連結会計年度末に比べ56億81百万円増加いたしまし

た。これは主に、トレーディング商品が29億12百万円減少した一方で、現金・預金が57億45百万円、預託金が12

億94百万円、約定見返勘定が11億50百万円増加したことによるものであります。固定資産は、298億85百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ24億17百万円減少いたしました。これは主に、投資有価証券が24億50百万円減少

したことによるものであります。

この結果、総資産は、818億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ32億64百万円増加いたしました。

②　負債

当期末における流動負債は、261億49百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億７百万円増加いたしまし

た。これは主に、短期借入金が５億円、約定見返勘定が４億94百万円減少した一方で、預り金が30億円増加した

ことによるものであります。固定負債は、29億53百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億28百万円増加いた

しました。

この結果、負債合計は、291億24百万円となり、前連結会計年度末に比べ21億36百万円増加いたしました。

③　純資産

当期末における純資産は、その他有価証券評価差額金が５億90百万円、利益剰余金が５億37百万円増加いたし

ました。

この結果、純資産合計は、527億37百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億28百万円増加いたしました。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
　（2025年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年11月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 32,779,000 32,779,000 東京証券取引所プライム市場 単元株式数100株

計 32,779,000 32,779,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 32,779,000 － 5,251,687 － 4,774,326
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（５）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

有限会社みつる 東京都千代田区五番町 2,640 8.28

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 2,455 7.70

株式会社七十七銀行

（常任代理人　株式会社日本カス

トディ銀行）

宮城県仙台市青葉区中央三丁目３番20号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
1,616 5.07

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,523 4.78

三井住友信託銀行株式会社

（常任代理人　株式会社日本カス

トディ銀行）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
1,491 4.67

菊池廣之 東京都千代田区 981 3.08

菊池一広 東京都大田区 967 3.03

菊池基之 東京都大田区 875 2.74

高野満美恵 東京都新宿区 730 2.29

菊池久基 東京都大田区 727 2.28

計 － 14,007 43.91

　（注）１．上記のほか、自己株式が877千株あります。

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数2,455千株は、全て同社の信託業務に

係るものであります。なお、それらの内訳は、管理有価証券信託分1,738千株、投資信託設定分617千株、年

金信託設定分67千株、その他32千株となっております。

３．所有株式数は千株未満を切り捨て、所有株式数の割合は小数点第３位を四捨五入して、それぞれ表示してお

ります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注） 普通株式 877,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 31,874,900 318,749 －

単元未満株式 普通株式 26,500 － －

発行済株式総数  32,779,000 － －

総株主の議決権  － 318,749 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社所有の自己株式であります。

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

極東証券株式会社
東京都中央区日本橋茅

場町一丁目４番７号
877,600 － 877,600 2.68

計 － 877,600 － 877,600 2.68

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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３【業務の状況】

（１）受入手数料の内訳

前中間会計期間（自　2024年４月　至　2024年９月）

区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

委託手数料 608 － 14 － 622

引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料
6 － － － 6

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
0 0 632 － 632

その他の受入手数料 1 0 278 15 295

計 616 0 925 15 1,557

 

当中間会計期間（自　2025年４月　至　2025年９月）

区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

委託手数料 756 － 13 － 770

引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料
5 － － － 5

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
0 0 636 － 636

その他の受入手数料 1 0 381 9 392

計 763 0 1,031 9 1,804

 

（２）トレーディング損益の内訳

区分

前中間会計期間
（自　2024年４月　至　2024年９月）

当中間会計期間
（自　2025年４月　至　2025年９月）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

株券等 △70 30 △40 △140 110 △30

債券等 1,870 264 2,134 919 687 1,607

その他 △163 8 △154 △7 △1 △9

計 1,636 303 1,939 771 796 1,567
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（３）自己資本規制比率

 
前中間会計期間末
（2024年９月30日）

当中間会計期間末
（2025年９月30日）

基本的項目  (A） (百万円) 43,241 43,498

補完的項目

その他有価証券評価差

額金（評価益）等
 (百万円) 2,235 2,219

金融商品取引責任準備

金
 (百万円) 21 21

貸倒引当金  (百万円) 7 6

 計 (B） (百万円) 2,263 2,246

控除資産  (C） (百万円) 10,649 9,488

固定化されていない自己資本(A)＋(B)－(C) (D） (百万円) 34,855 36,256

リスク相当額

市場リスク相当額  (百万円) 6,030 5,511

取引先リスク相当額  (百万円) 236 229

基礎的リスク相当額  (百万円) 1,247 1,304

 計 (E） (百万円) 7,514 7,044

自己資本規制比率 (D)／(E)×100  （％） 463.8 514.6

（注）上記は金融商品取引法第46条の６第１項の規定に基づき算出したものであります。

なお、当中間会計期間の市場リスク相当額の月末平均額は5,573百万円、月末最大額は5,771百万円、取引先リスク

相当額の月末平均額は237百万円、月末最大額は285百万円であります。
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（４）有価証券の売買等業務

①　有価証券の売買の状況（市場デリバティブ取引を除く）

前中間会計期間及び当中間会計期間における有価証券の売買の状況（市場デリバティブ取引を除く）は、以下

のとおりであります。

イ．株券

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前中間会計期間
（自　2024.４　至　2024.９）

110,718 19,380 130,099

当中間会計期間
（自　2025.４　至　2025.９）

125,663 16,521 142,185

 

ロ．債券

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前中間会計期間
（自　2024.４　至　2024.９）

－ 60,679 60,679

当中間会計期間
（自　2025.４　至　2025.９）

－ 43,267 43,267

 

ハ．受益証券

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前中間会計期間
（自　2024.４　至　2024.９）

4,414 630 5,045

当中間会計期間
（自　2025.４　至　2025.９）

7,072 100 7,172

 

ニ．その他

区分 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前中間会計期間
（自　2024.４　至　2024.９）

52 － 52

当中間会計期間
（自　2025.４　至　2025.９）

86 － 86
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②　市場デリバティブ取引の状況

前中間会計期間及び当中間会計期間における市場デリバティブ取引（外国市場デリバティブ取引を含む）の状

況は、以下のとおりであります。

イ．株式に係る取引

区分
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前中間会計期間
（自　2024.４　至　2024.９）

－ 65,797 38,887 － 104,684

当中間会計期間
（自　2025.４　至　2025.９）

－ 30,226 31,040 － 61,266

 

ロ．債券に係る取引

区分
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前中間会計期間
（自　2024.４　至　2024.９）

－ － － － －

当中間会計期間
（自　2025.４　至　2025.９）

－ － － － －
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③　有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取

扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

前中間会計期間及び当中間会計期間における有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等

並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況は、以下の

とおりであります。

イ．株券

区分
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
（百万円）

募集の
取扱高
（百万円）

売出しの
取扱高
（百万円）

私募の
取扱高
（百万円）

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高
（百万円）

前中間会計期間

（自　2024.４　至　2024.９)
132 102 － － 0 － －

当中間会計期間

（自　2025.４　至　2025.９)
111 93 － － 1 － －

 

ロ．債券

期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
（百万円）

募集の
取扱高
（百万円）

売出しの
取扱高

（百万円）

私募の
取扱高
（百万円）

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高
（百万円）

前中間会計期間

（自　2024.４

至　2024.９）

国債 － － － 47 － － －

地方債 － － － － － － －

特殊債 － － － － － － －

社債 － － － － － － －

外国債券 － － － － － － －

計 － － － 47 － － －

当中間会計期間

（自　2025.４

至　2025.９）

国債 － － － 5 － － －

地方債 － － － － － － －

特殊債 － － － － － － －

社債 － － － － － － －

外国債券 － － － － － － －

計 － － － 5 － － －
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ハ．受益証券

期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
（百万円）

募集の
取扱高
（百万円）

売出しの
取扱高
（百万円）

私募の
取扱高
（百万円）

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高
（百万円）

前中間会計期間

（自　2024.４

至　2024.９）

株式投信 － － － 25,250 － － －

公社債

投信
－ － － 34,758 － － －

外国投信 － － － 1,196 － － －

計 － － － 61,205 － － －

当中間会計期間

（自　2025.４

至　2025.９）

株式投信 － － － 25,870 － － －

公社債

投信
－ － － 39,568 － － －

外国投信 － － － 979 － － －

計 － － － 66,418 － － －

 

ニ．その他

期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
（百万円）

募集の
取扱高
（百万円）

売出しの
取扱高
（百万円）

私募の
取扱高
（百万円）

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高
（百万円）

前中間会計期間

（自　2024.４

至　2024.９）

コマー

シャル・

ペーパー

－ － － － － － －

外国証書 － － － － － － －

その他 － － － － － － －

当中間会計期間

（自　2025.４

至　2025.９）

コマー

シャル・

ペーパー

－ － － － － － －

外国証書 － － － － － － －

その他 － － － － － － －
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）並びに同規則第46条及び第68条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日

付　日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、東陽監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金・預金 10,767 16,513

預託金 9,573 10,868

トレーディング商品 22,792 19,880

商品有価証券等 22,785 19,872

デリバティブ取引 6 7

約定見返勘定 － 1,150

信用取引資産 2,414 2,594

信用取引貸付金 2,181 2,234

信用取引借証券担保金 232 359

その他の流動資産 755 978

貸倒引当金 △7 △6

流動資産計 46,295 51,977

固定資産   

有形固定資産 1,897 1,911

建物 387 404

土地 1,167 1,167

その他 343 339

無形固定資産 66 69

投資その他の資産 30,338 27,904

投資有価証券 28,903 26,452

その他 1,506 1,523

貸倒引当金 △71 △71

固定資産計 32,302 29,885

資産合計 78,597 81,862
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

流動負債   

トレーディング商品 － 131

商品有価証券等 － 131

約定見返勘定 494 －

信用取引負債 432 656

信用取引借入金 220 311

信用取引貸証券受入金 211 344

預り金 10,078 13,079

短期借入金 11,000 10,500

未払法人税等 1,290 929

賞与引当金 245 264

その他の流動負債 1,000 587

流動負債計 24,542 26,149

固定負債   

長期借入金 1,000 1,000

退職給付に係る負債 103 107

その他の固定負債 1,321 1,845

固定負債計 2,425 2,953

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 21 21

特別法上の準備金計 21 21

負債合計 26,988 29,124

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,251 5,251

資本剰余金 4,771 4,771

利益剰余金 40,575 41,112

自己株式 △863 △863

株主資本合計 49,735 50,272

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,874 2,465

その他の包括利益累計額合計 1,874 2,465

純資産合計 51,609 52,737

負債・純資産合計 78,597 81,862
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業収益   

受入手数料 1,557 1,804

委託手数料 622 770

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料
6 5

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の取扱手数料
632 636

その他の受入手数料 295 392

トレーディング損益 1,939 1,567

金融収益 813 936

その他の営業収入 △13 8

営業収益計 4,297 4,317

金融費用 34 61

純営業収益 4,262 4,256

販売費・一般管理費   

取引関係費 344 308

人件費 ※ 1,508 ※ 1,404

不動産関係費 255 283

事務費 282 291

減価償却費 39 38

租税公課 114 100

その他 57 98

販売費・一般管理費計 2,602 2,526

営業利益 1,660 1,730

営業外収益   

受取配当金 424 381

その他 43 53

営業外収益計 468 434

営業外費用   

投資事業組合運用損 164 5

匿名組合投資損失 － 13

為替差損 77 －

訴訟和解金 － 30

あっせん和解金 30 －

その他 5 5

営業外費用計 277 53

経常利益 1,850 2,111

特別利益   

投資有価証券売却益 2,024 1,546

特別利益計 2,024 1,546

特別損失   

投資有価証券売却損 － 27

固定資産除却損 4 2

金融商品取引責任準備金繰入れ 1 －

特別損失計 5 30

税金等調整前中間純利益 3,868 3,627

法人税、住民税及び事業税 1,251 942

法人税等調整額 △7 233

法人税等合計 1,243 1,176

中間純利益 2,625 2,451

非支配株主に帰属する中間純利益 0 －

親会社株主に帰属する中間純利益 2,624 2,451

 

EDINET提出書類

極東証券株式会社(E03784)

半期報告書

18/26



【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 2,625 2,451

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,707 590

その他の包括利益合計 △1,707 590

中間包括利益 917 3,042

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 917 3,042

非支配株主に係る中間包括利益 0 －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,868 3,627

減価償却費 39 38

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） 10 19

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） 1 －

受取利息及び受取配当金 △1,220 △1,279

支払利息 34 61

為替差損益（△は益） 256 12

投資有価証券売却損益（△は益） △2,024 △1,518

投資事業組合運用損益（△は益） 164 5

匿名組合投資損益（△は益） － 13

預託金の増減額（△は増加） 1,994 △1,294

トレーディング商品（資産）の増減額（△は増

加）
△1,871 2,912

約定見返勘定の増減額（△は増加） △1,003 △1,644

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 △648 44

預り金の増減額（△は減少） △1,293 3,000

トレーディング商品（負債）の増減額（△は減

少）
232 131

その他 △92 △102

小計 △1,555 4,030

利息及び配当金の受取額 1,124 1,285

利息の支払額 △35 △61

法人税等の支払額 △1,655 △1,291

法人税等の還付額 － 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,121 3,964

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △48 △57

投資有価証券の取得による支出 △6,528 △2,771

投資有価証券の売却による収入 5,589 6,788

投資有価証券の償還による収入 204 242

貸付金の回収による収入 0 0

定期預金の預入による支出 △159 △591

定期預金の払戻による収入 1,386 293

為替予約の決済による収支（純額） △113 －

その他 △32 3

投資活動によるキャッシュ・フロー 297 3,906

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,800 △500

配当金の支払額 △2,547 △1,912

財務活動によるキャッシュ・フロー △747 △2,412

現金及び現金同等物に係る換算差額 △98 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,670 5,448

現金及び現金同等物の期首残高 12,118 10,468

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 9,448 ※ 15,917
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※人件費のうち、主な引当金繰入額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

賞与引当金繰入額

退職給付費用

261百万円

33

264百万円

△66

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

現金・預金 10,447百万円 16,513百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △999 △595

現金及び現金同等物 9,448 15,917
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年４月25日

取締役会
普通株式 2,552 80.0 　2024年３月31日 　2024年６月６日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月30日

取締役会
普通株式 1,595 50.0 　2024年９月30日 　2024年11月22日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年４月25日

取締役会
普通株式 1,914 60.0 　2025年３月31日 　2025年６月３日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月30日

取締役会
普通株式 1,595 50.0 　2025年９月30日 　2025年11月21日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日 至　2024年９月30日）及び当中間連結会計期間（自　2025年４月

１日 至　2025年９月30日）

当社グループは、「投資・金融サービス業」という単一セグメントとみなしているため、記載を省略しており

ます。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

顧客との契約から生じる収益 1,560 1,807

（委託手数料） （622） （770）

（引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料）
（ 6） （ 5）

（募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の取扱手数料）
（632） （636）

（その他の受入手数料） （295） （392）

（その他の営業収入） （　2） （　2）

その他の収益 2,737 2,510

外部顧客に対する営業収益合計 4,297 4,317

（注）その他の収益は、金融商品に関する会計基準に基づくトレーディング損益及び金融収益並びにリース取引に関する

会計基準に基づく賃貸収入等であります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 82円28銭 76円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
2,624 2,451

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
2,624 2,451

普通株式の期中平均株式数（千株） 31,901 31,901

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

2025年４月25日開催の取締役会において、2025年３月期利益配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（１）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・1,914百万円

（２）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・60円00銭

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・2025年６月３日（火）

（注）2025年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

2025年10月30日開催の取締役会において、2026年３月期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（１）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・1,595百万円

（２）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・50円00銭

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・2025年11月21日（金）

（注）2025年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年11月13日

極東証券株式会社

取締役会　御中

 

東陽監査法人

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　秀洋

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉野　直志

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている極東証券株式会

社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、極東証券株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 

 

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
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められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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